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全国連 2.10 集会講演 

2024 年 2 月 10 日 

6.17 最高裁判決をもたらしたもの、それがもたらしたもの 

—6.17 最高裁判決克服のために— 

吉村良一（立命館大学名誉教授） 

 

１．原発事故で国の責任が問われるのはなぜか 

現代社会では、様々な危険な活動や施設が増加し、そこから深刻な被害が発生することも

稀ではない（工場の排水による健康被害、工場や火力発電所などからの排煙による被害、薬

の副作用による被害、食中毒事件、労働現場での労働者の生命・健康被害など）。 

これらの事件では、国や自治体（以下、国と略称）の責任が問われている。それは、様々

な危険な活動や施設が増加するのにともない、その安全性を確保し国民の生命や健康、暮ら

しを守る上で国が果たすべき役割が大きくなってきたからである。 

＊法律は、公害・環境行政、労働安全行政、薬事行政、食品安全行政といった、国民の命と健康

に関わる分野で、国に様々な権限を与えている。それにもかかわらず、国が適切な時期に適切

な規制を行わなかったりした場合に、その責任が問われる。 

 

福島原発事故で問われている国の責任も、基本的にはこれらと同じ。しかし、原発は、そ

の危険性の大きさ、あるいはまた、事故が起こった場合に生じる被害の深刻さの点では、他

に類を見ないもの→したがって、このような危険な原発については、電力事業者だけではな

く、国もその安全確保に積極的に関わる必要がある—原子力安全行政は、「万が一にも」過

酷事故が起こらないようにしなければならないもの 

＊事故後、福井の大飯原発稼働の差止めを命じた平成 26 年 5 月 21 日の福井地裁判決は、「かよ

うな事態を招く具体的危険性が万が一でもあれば、その差止めが認められるのは当然である」

と述べている。この「万が一」にも過酷事故が起こらないようにするのが原子力安全規制の基

本であることは、事故前から、最高裁が言っていた—伊方原発設置許可に関する平成 4 年 10

月 29 日の最高裁判決は、原子炉等の規制は、「原子炉施設の安全性が確保されないときは、当

該原子炉施設の従業員やその周辺住民等の生命、身体に重大な危害を及ぼし、周辺の環境を放

射能によって汚染するなど、深刻な災害を引き起こすおそれがあることにかんがみ、右災害が

万が一にも起こらないようにするため」のものだと述べている。 

 

さらに原発は、その導入が、「原子力の平和利用」の名のもとに、国の政策として行われ、

その後も、国のエネルギー政策の中で運用されてきた（「国策民営」）—このような国の積極
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的なかかわりは、当然のことながら、その安全性確保に対する国の重い責任を導き出すもの

となる。 

 

２． 論理破綻したいわき市民訴訟仙台高裁判決 

１） いわき市民訴訟高裁判決の矛盾をはらんだ論理 

「いわき市民訴訟」の控訴審である令和 5 年 3 月 10 日の仙台高裁判決は、「平成 14 年末

までには、福島第一原発の敷地高を越える・・・・津波を想定することは十分に可能であった」

とし、「経済産業大臣が適時適切に規制権限を行使していれば、本件津波によって福島第一

原発が炉心溶融を起こして水素爆発するなどという重大事故が起きなかった可能性は相当

程度高かったと認められるのであり、安全対策を講じさせるべき規制権限の行使を 8 年に

わたり怠った国の責任も重大である」と言っている。 

しかし、それにもかかわらず、「津波の想定や想定される津波に対する防護措置について

幅のある可能性があり、とられる防護措置の内容によっては、必ず本件津波に対して施設の

浸水を防ぐことができ、全電源を失って炉心溶融を起こす重大事故を防ぐことができたは

ずであると断定することまではできない」と述べて、結論としては、国の責任を否定した。 

 

２） いわき市民訴訟高裁判決の論理が意味するもの 

国が権限を適切に行使すれば重大事故が起きなかった「相当程度高い可能性」があるのに、

それをしなかったことは違法ではないという判断は、論理的には、次のいずれかの帰結をも

たらすことになる。 

① 原子力安全行政は、本来、本件のような重大事故が「万が一」にも起こらないようにす

べきものだが、国が権限を行使しても本件のような事故を防げない可能性が（相当な程

度）あるということは、結局のところ、原子力安全行政のあり方には限界ないし重大な

弱点があることを認めたことになる。そしてそのことは、ひいては、そのような危険性

を残しながら原子力発電所を設置し稼働することを認めてきたことそのものに問題が

あることを示しているのではないか（権限を行使しても重大事故を防げないにもかか

わらず、漫然と原子力発電所を設置し稼働させていることを意味するから）→このよう

に考えれば、最終的には、原発の稼働をやめるべきであるという考え方に帰着するので

はないか。 

② 必ず事故が起こらないとは断定できない点で原子力行政には限界があるが、その結果

として被害が発生したとしても仕方がない、せいぜい発生した被害を原子力損害賠償

法（原賠法）に基づく無過失責任として事業者が賠償し、国がそれを支援すればそれで

良いという考え方。 

 

福島事故の経験を踏まえるならば、前者の帰結（原発の設置稼働をやめるべきであるとい
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う考え方）が適切なものだと思われるが、もしかりに、それが社会経済的あるいは政治的に

適切でないと考えるとしても、そうであるならばこそ、少なくとも重大な事故が発生しない

ように万全の措置を取った原子力安全行政が求められるのではないか。②の帰結は、福島の

ような事故を二度と繰り返さない（「ノーモア原発公害」）と言う立場からすれば到底容認で

きないものである。 

 

なぜ、仙台高裁が、このような結論にいたったのか。それは、最高裁が、令和 4 年 6 月

17 日の判決で国の責任を認めなかった以上、それには逆らえないという考慮が、仙台高裁

の裁判官に働いたからではないかと推察される。 

 

３．6.17 最高裁判決の問題点 

1)6.17 最高裁判決の考え方 

最高裁は、経済産業大臣が、「津波による本件発電所の事故を防ぐための適切な措置を講

ずることを東京電力に義務付けていた場合には・・・・想定される最大の津波が本件発電所に

到来しても本件敷地への海水の浸入を防ぐことができるように設計された防潮堤等を設置

するという措置が講じられた蓋然性が高い」とした。 

その上で、「敷地の浸水を防ぐことができるものとして設計される防潮堤等は、本件敷地

の南東側からの海水の浸入を防ぐことに主眼を置いたものとなる可能性が高く・・・・本件津

波の到来に伴って大量の海水が本件敷地に浸入することを防ぐことができるものにはなら

なかった可能性が高いといわざるを得ない」と言い、結論として、「仮に、経済産業大臣が・・・・

津波による本件発電所の事故を防ぐための適切な措置を講ずることを東京電力に義務付け、

東京電力がその義務を履行していたとしても、本件津波の到来に伴って大量の海水が本件

敷地に浸入することは避けられなかった可能性が高く、その大量の海水が主要建屋の中に

浸入し、本件非常用電源設備が浸水によりその機能を失うなどして本件各原子炉施設が電

源喪失の事態に陥り、本件事故と同様の事故が発生するに至っていた可能性が相当にある

といわざるを得ない」として、責任を否定した。 

 

2)検討すべき論点を「スルー」した判決 

国に責任が認められるかどうかについての３つのチェックポイント 

① 被害発生が予測できたかどうか 

② 国にはどんな権限があったか、 

③ 規制権限を行使したとして被害発生が防止できたのか 

 

最高裁は前の 2 つを実質的にスルーし、回避措置を南東側の防潮堤に絞り、かつ、それが

設けられていても、被水を防げなかった「相当の可能性」があるとして責任を否定してしま
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った。 

権限を行使しておれば事故が防げたかどうかの判断にあたっては、どのような権限を行

使すべきであったのか、そしてそのような内容を具体化するためには、どのような予測がい

つごろできたのかを判断しなければならない。ところが最高裁は、その点の判断をスルーし

てしまっている。 

 

3)従前の判例等とは異なる判断 

 権限を行使しておれば事故が防げたかどうかの判断は、仮定的な判断であるため、過去に

生じた事実の証明に比べて困難がともう。そのため、過去の最高裁判例では、防げた相当程

度の可能性があれば責任を認めてきた（筑豊じん肺訴訟最高裁判決や泉南アスベスト訴訟

判決）。 

また、過去の公害事例では、生命身体の被害を防止するためには最高度の防止措置（場合

によれば創業の停止を含む）をとるべきとされてきた。 

6.17 判決は、これらとおよそ異質の判断を（過去の事例よりもより重大かつ深刻な危険

性がある原発事故で）行ってしまったことになる。 

 

4)最高裁の「２つの顔」 

最高裁は、一方では、国民の権利（人権）を擁護する立場から、それを侵害する重大な被

害が生じた場合、被害者救済において比較的柔軟かつ積極的な姿勢を示すことがある（「第

1 の顔」。しかし、他方で、憲法 9 条や安全保障、あるいは、国の政策に関わる事件では、

統治機構の一員として、それらを擁護する、あるいは、判断を示さないことによって、それ

らを是認する傾向が顕著である（「第 2 の顔」）。 

最高裁は、本件での判断が、原発の再稼働問題や今後のエネルギー政策に関わると考えて、

「第 2 顔」を見せた。 

＊菅野裁判⾧は、補足意見で、「国策として、法令の下で原子力発電事業が行われてきた」とし、

「原子力発電は、リスクもあるものの、エネルギー政策、科学技術振興政策等のため必要なも

のとして、国を挙げて推進したものであって、各電力会社は、いわばその国策に従い・・・・発

電用原子炉の設置の許可を受け、国の定める諸基準に従って原子力発電所を建設し、発電用原

子炉を維持していた」と言っている。 

 

被害救済についてはどう考えたのか。これについては、電力事業者の無過失責任を定めた

原子力損害賠償法（原賠法）があり、それに基づいて設けられた原子力損害賠償紛争審査会

が定めた指針があって、それに従って東電は賠償を行っており、国がそれを支援している、

このようなスキームで基本的な処理はなされている、個別ケースにおいて、これにおさまら

ないものは訴訟で救済すること自体は否定しないが、それで十分であると考えたのではな

いか。 
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４．6.17 最高裁判決がもたらしたもの 

最高裁判決は、まず、下級審において、それに追随する判決を生みだしている。令和 5 年

3 月 10 日に仙台高裁判決が、国の重大な義務違反を認めながら、結論部分で国の責任を否

定するという「奇妙な」判決を言い渡したことは、前述したとおり。 

その後も、最高裁判決に（より一層）無批判に追随する判決が相次いでいる。そこでは、

いわき市民訴訟で仙台高裁が示した権限を行使しなかったことに重大な義務違反があると

いった言明もなく、ただ単に、最高裁の結論が鸚鵡返しされている。 

＊昨年 11 月以降の高裁判決の概観（詳しくは、南雲弁護士作成の表参照） 

まず、2023 年 11 月 22 日の名古屋高裁判決は、国は遅くとも平成 14 年末の時点で福島

原発の敷地の高さを超える津波の到来を予見することができるとし、最高裁と異なり、予見

可能性を認めた。それにもかかわらず、過酷事故発生を防ぐために何が必要であり、どうす

れば防げたかの検討をスルーして、実際の津波が想定されていた津波と比べてはるかに規

模が大きかったことから、権限を行使して防潮堤の設置を命じていたとしても事故が防げ

なかった可能性があるので責任はないとした。 

さらに 12 月 22 日と 26 日に２つの東京高裁判決は、最高裁の多数意見をなぞった上で、

責任を否定した。両判決とも、判決理由の数ページにわたって、最高裁の判決理由をコピペ

しており、当事者の主張や原審が認定した事実に向き合うという姿勢が全く見られない。 

1 月 17 日の仙台高裁判決では、⾧期評価等による予見可能性は否定しないものの、その

程度は低いとして回避義務違反を否定しており、同月 23 日の東京高裁（神奈川訴訟）も、

最高裁にならって、⾧期評価に基づき権限を行使していても同様の事故が発生した可能性

が相当程度あったとして責任を否定し、貞観津波に関する知見についても、津波対策に反映

させるべき知見とはいえないとした。 

 

 

加えて深刻なことは、このような「欠落」のある最高裁の判断が、原発の再稼働・稼働期

間の延⾧（さらには、新増設）といった政府の「暴走」とも見える昨今の政策動向に、「お

墨付き」を与えるものとなっていることである。 

早稲田大学の大塚直教授は、最高裁 6.17 判決についての評釈の中で、最高裁判決が事故

を契機に高まった安全対策の必要性の認識に水を差し、それを後退させる危険なものにな

ってしまわないかという危惧を示しているが、この間の政策側の動きは、まさに、このよう

な危惧が当てはまるものとなってしまっている。 
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５．6.17 判決を克服するために 

【6.17 判決を克服するために必要なこと】 

・まず、いわき市民訴訟をはじめ、この間繰り返された「コピペ」判決に対する上告を最高

裁に受理させる取り組みが必要である。そのためには、各弁護団の協働によって行われて

いる上告・受理申し立て理由を一層充実させる法廷内での取り組みが重要だが、それとあ

わせて、最高裁に対する要請行動や世論の喚起といった法廷外での取り組みが重要であ

る。 

・それと同時に、原発推進の「国策」を批判し、それを変えていく取り組みが重要である。

原発は「国策」として推進され、また、最高裁判決にお墨付きを得て、その「国策」が一

層積極的に推進されようとしているのです。これへの批判を強め、反・脱原発の世論を高

めていく取り組みが求められている。朝日新聞世論調査（2023 年 2 月）では、原発再稼

働、賛成 51% 震災後初めて賛否が逆転したとされていますが、このような世論を変え

る取り組みが必要。 

 

・6.17 判決をはじめとするこの間の裁判の流れの背景に、裁判所・裁判官と「原子力村」が

癒着し、司法の「公正らしさ」を損なう事態がある。 

かつての、いわゆる「ブルーパージ」（1969 年の⾧沼ナイキ事件に端を発した「平賀書

簡事件」などを経て、青法協青法協（青年法律家協会）の裁判官部会に所属していた裁判

官らが排除されていった事件）のさなか、時の石田最高裁⾧官は、1970 年の「新年のこ

とば」において、裁判所は「あくまで中立、公正にその使命を遂行しなければならない。

裁判のこの公正は単に公正であるというばかりではなく国民がこれを信じて疑わないも

のであることが必要である」と述べている（裁判所時報 536 号）。 

裁判官が、「日本国憲法を擁護し平和と民主主義及び基本的人権を守る」ことを目的に

設立された青法協に参加することが裁判の「公正らしさ」をそこなうというのは、ずいぶ

ん乱暴な議論だが、この裁判所ないし裁判官の「公正らしさ」を著しくそこなう事態が、

福島原発事故賠償訴訟において最高裁で生じている。 

ジャーナリストの後藤秀典氏によれば（『東京電力の変節』（2023 年、旬報社）、この裁

判の裁判⾧であった菅野博之氏は、判決が言い渡された翌月の 7 月に定年退職し、次の 8

月に、「⾧島・大野・常松法律事務所」の顧問に就任している。この「⾧島・大野・常松

法律事務所」は、東京電力の元経営者らが会社に損害を与えたとして株主が訴えている株
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主代表訴訟の東電側の代理人を務めている。公務員の関連企業や団体への「天下り」が問

題視されているが、それとよく似た構造が、ここに見られる。 

もう一つの問題は、元最高裁判事であった千葉勝美氏の最高裁に対する意見書である。

同氏の意見書は、今回の被害は原子力賠償紛争審査会（原賠審）の賠償指針や東電の自主賠

償基準による賠償で十分（あるいは十分以上に）救済されているのだから、最高裁としては、

これらを超える賠償を認めた高裁判決を破棄すべきである、とするものだが、問題は、元最

高裁判事が個別事件に関して意見書を書いたということである。この意見書は、直接は東京

電力の責任（賠償額）に関するものではあるが、津波予測の信頼性を低く見る記述や、指針

等で十分な補償がなされているという言明は、国の責任を論ずる後輩裁判官（ちなみに、先

にあげた菅野裁判⾧は、最高裁事務総局において千葉氏の部下であった）裁判官に何の影響

も与えないということにはならないのか。なお、千葉氏が顧問を務める西村あさひ法律事務

所も電力産業を関連の深い法律事務所である。 

先に紹介した石田⾧官談話では、「われわれ裁判所に職を奉ずる者は均しく、それこそ薄

氷を踏むような思いを以て、私生活のはしに至るまで一切の行動を慎しみ、いかなる点にお

いても世の疑惑を招くことのないよう心がけねばならない」とされているが、前述のような

一連の出来事は、まさに、最高裁の「公正らしさ」をゆるがすものなのではないのか。この

事実を白日の下にさらし批判していく必要がある。 

 

６．おわりに 

 樋口英明元裁判官 

「最高裁が、原発事故による被害について国に責任がないとする６．１７の判決を今後も維

持することになれば、それは、原発運転差止訴訟にとっても大きな障害となるのです。過去の

ことを振り返り責任をとらせるべきかどうか判断する能力がない者が、将来起こるかもしれ

ない出来事について責任をもった判断ができようがないのです。」 

 

6.17 最高裁判決の克服は、「ノーモア原発公害」のための試金石 
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